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全史調研第２６号
平成３０年 １ 月２６日

関係機関各位
全国歴史資料保存利用機関連絡協議会
調査・研究委員会委員長　　　　　
（茨城県立歴史館長）　　　　　　　

人見　實德　
（公印省略）　

「公文書管理及び保存の実態調査―災害時作成文書を中心に―」について（依頼）

　日頃より当会事業へ御協力を賜り、誠にありがとうございます。
　さて、全国歴史資料保存利用機関連絡協議会（全史料協）調査・研究委員会では、平成
２９・３０年度の調査・研究事業として、災害時作成文書を中心とする公文書管理及び保存の
実態調査を実施することとなりました。
　つきましては、当該調査の基礎資料とするため、ご多忙のところ大変お手数をおかけし
ますが、別添のアンケート「公文書管理及び保存の実態調査―災害時作成文書を中心に
―」にお答えいただきますようお願いいたします。
　別添の調査趣旨文をご理解いただき、アンケート調査にご協力をくださいますようお願
いいたします。

記
１．送付した調査票は以下の ３シートです。
　①アンケート調査の趣旨について（ １シート）
　②アンケート項目（ １シート・両面）
　③ＦＡＸ送信表（ １シート）
２．調査結果を③ＦＡＸ送信表で、茨城県立歴史館（０２９）２２８－４２７７までご送信ください。
３．お手数ですが、 ２月２８日㈬までにご回答ください。
４．ご不明な点がありましたら、下記事務局までお問い合わせください。

【事務局】
　全史料協調査・研究委員会事務局（茨城県立歴史館内）
　　〒３１０－００３４　水戸市緑町２－１－１５
　　℡０２９－２２５－４４２５　FAX０２９－２２８－４２７７　〈担当：笹目・富田・吉田・石井〉
　　Email：daihyou@rekishikan.museum.ibk.ed.jp
　　　　　 isii.yutaka@mail.ibk.ed.jp
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「公文書管理及び保存の実態調査について―災害時作成文書を中心に―」
アンケート調査の趣旨について

調査・研究委員会

　全史料協調査・研究委員会では、平成３０年 １ 月２６日付けでアンケート調査を実施しました。こ
の調査は、東日本大震災に係る災害救助法が適用された県及び市町村の文書主管課（東京都を除
く１９６自治体）に対して行いました。集計及び分析結果は、平成３０年度の全史料協全国大会（沖
縄）で発表する予定です。
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　全国歴史資料保存利用機関連絡協議会（全史料協）は、歴史資料の保存利
用活動の振興に寄与することを目的に昭和５１年（１９７６）に発足し、機関会員
として全国の公文書館、歴史資料館、図書館、自治体史編さん室および大学
アーカイブズ等１４０団体が加盟し、さらに歴史資料の保存あるいは利用に供
する仕事等に携わる２９６名の個人会員から構成される会です（平成２９年１２月
現在）。
　近年、東日本大震災をはじめとして関東東北豪雨、熊本地震、九州北部豪
雨など大規模な災害が続いており、これらの災害で被災した公文書や民間史
料等は多くの人々の尽力により救出され、現在までそれらの復旧作業が続け
られています。それらのレスキュー活動は報告書等にまとめられています
が、一方で、貴重な記録となる災害対応に伴って作成された公文書の管理お
よび保存については、統一的な調査によって実態が明らかにされたことはあ
りません。
　そこで、全史料協調査・研究委員会では、平成２９・３０年度調査・研究事業
として、「公文書管理及び保存の実態調査について―災害時作成文書を中心
に―」と題する、東日本大震災の災害対応に係る公文書の作成、管理および
保存についてアンケート調査を実施することとしました。緊急対応時（おお
むね避難所設置期間）において、災害に関連する公文書がどのように作成さ
れ、その後どのように管理および保存されているのかを調査するため、東日
本大震災における災害救助法の適用を受けた市町村とその所在する県を対象
にいくつかの質問項目に答えていただきます。
　震災が発生した平成２２年度およびその主たる復興に着手した同２３年度に作
成された ５年保存の公文書は、すでに保存期間の満了を迎えており、それら
が評価・選別を経て、現在どのような管理および保存状況にあるのか、注視
されるところです。当会ではこのアンケート調査を通じて、近く到来する１０
年保存の公文書の保存期間満了を前に、震災に関連して発生した公文書の取
扱いについて改めて検討する契機としたいと考えています。アンケートの集
計結果や分析内容につきましては、平成３０年度全史料協全国（沖縄）大会に
おいて報告し、会誌および全史料協ホームページに掲載する予定です。
　以上のような趣旨から、貴自治体におきましてもアンケート調査へのご協
力をよろしくお願い申し上げます。なお、ご回答いただいた内容について当
委員会より詳細をお尋ねする場合もございますので予めご承知おきください。

　＊全史料協ホームページ　http://www.jsai.jp/



76 記録と史料　№２８（２０１８．３）



77資料ふぁいる


